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重症精神障害をもつ人の不安感を改善 

訪問支援型チームによる認知行動療法がコストを増やさずに効果があることを実証 

― 地域での心理療法が実装可能と示した初のクラスターRCT 研究 ― 

 

国立精神・神経医療研究センター（NCNP）精神保健研究所地域精神保健・法制度研究

部 佐藤さやか室長らの研究グループは、地域で暮らす不安症状を抱える重症精神障害を

もつ人に対し、訪問支援型ケースマネージメントチームが行う心理療法がコストを増やす

ことなく不安感を改善することを、クラスターランダム化比較試験によって明らかにしま

した。 

この研究成果は、2026 年 3 月 13 日(金)9 時（日本時間）に国際学術誌『Psychological 

Medicine』に掲載されました。 

 

■ポイント 

・訪問支援型ケースマネジメントに曝露療法（※1）に基づく認知行動療法（exposure-

based Cognitive Behavior Therapy: ebCBT）を付加することで、訪問支援単独と比べて

利用者の不安感が有意に改善 

・全般的機能、パーソナルリカバリーの程度、生活の質の一部も改善 

・訪問支援型ケースマネジメント単独の支援と同等のコストで効果が高い可能性 

 

■研究の背景 

統合失調症などの重症精神疾患をもつ人の約 40％は、日常生活に支障をきたすレベルの

不安感を抱えています 1）。不安は生活の質の低下や社会参加の制限と関連し、回復の妨げ

となる重要な課題です。 

暴露療法（※1）を含む認知行動療法は不安の改善に有効とされていますが 2）、従来は主

にうつ病や不安症をもつ人が対象とされ、なおかつ医療機関内で実施されることが多く、

通院が困難な重症精神障害をもつ人には十分に提供されていませんでした。 

訪問支援型ケースマネジメントの 1 つである包括的地域生活支援プログラム（assertive 

community treatment: ACT）（※2）は重症精神障害をもつ人の地域支援に有効ですが 3）、

ACT に心理療法を組み込んだ効果検証研究はほとんどありませんでした。このように重症

精神障害をもつ人は心理療法を受ける機会が限られており、支援の選択肢が不足している

ことが課題でした。 
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■曝露療法に基づく認知行動療法とは？ 

認知行動療法は支援をうける人の課題に合わせてさまざまな支援技法を組み合わせて実

施します。「曝露療法に基づく認知行動療法」は生活の中で不適切に学習された不安感の

低減を目的とした支援技法のパッケージです。具体的には不安感が生じる場面とその前後

の支援対象者と環境のアセスメント、ケースフォーミュレーション（※3）、不安感に関す

る心理教育、不安を感じる場面のリスト作成、リストに沿って実施する暴露療法が含まれ

ています。 

 

■研究の概要 

本研究では、日本国内の ACT チーム 15 チームを対象に無作為割付を行い、下記の 2 群

を比較しました。 

・介入群：ACT の通常支援に加えて曝露療法に基づく認知行動療法（ebCBT）を提供す

る群（50 名） 

・対照群：ACT の通常支援のみの群（43 名） 

介入群では、ACT スタッフが公認心理師による研修と 2 か月に 1 回の継続的スーパー

ビジョン（「支援の振り返り、助言）を受け、通常支援に加えて ebCBT を実施しました。

ebCBT の実施期間は 12 か月、終了後 6 か月（ebCBT の実施開始から 18 か月後）に追跡

調査を行いました。 

この結果、主要な効果指標であった一般的な不安の程度（特性不安）と他者から受ける

評価に対する不安（他者評価不安）について 12 か月後、18 か月後ともに介入群が有意に

改善していました。加えて全般的機能、パーソナルリカバリーの程度、社会的関係や環境 

に関連する生活の質も介入群のみ有意に改善していました。さらにコストについて有意差

はありませんでしたが、対照群の入院者がやや多かったために介入群のほうが 1 年間に生

じたコストが相対的に低額でした。 
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■臨床的意義 

本研究の意義は以下の 3 点です。 

・訪問支援型ケースマネジメントに認知行動療法を組み合わせることは、医療経済的負担

を増やさず、臨床的/主観的に有効であることの可能性を示唆 

・公認心理師が継続的なスーパービジョンを実施することで非心理職（看護師、精神保健

福祉士など）でも効果的介入が可能 

・不安症への認知行動療法が重症精神障害の不安感の改善にも応用可能であることを実証 

 

■今後の展望 

今後、他地域や他国で再現性が確認されれば、地域精神保健における心理療法の導入モ

デルとして普及する可能性があります。診療報酬上も評価される項目が拡大する中、保健

医療領域における公認心理師の活動をさらに後押しする根拠となることが期待されます。 

他方、本研究は評価者盲検化（※4）の制約等があり、今後さらなる検証が期待されま

す。 
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■用語解説 

※1 暴露療法 

不安や恐怖を感じる物事や場面にあえて身をさらす（暴露する）ことで不安や恐怖に慣

れ、つらさや不快感を和らげることを目的とした支援技法。不安場面のリストを作り、不

安度の低い場面から順番に暴露していくことが多い。 

※2 包括的地域生活支援プログラム（assertive community treatment: ACT） 

重症精神障害をはじめとする支援ニーズの高い人を対象に、多職種チームが地域で支援を

提供するアウトリーチ型ケースマネジメント 

※3 ケースフォーミュレーション 

アセスメントで得られた情報を一定の理論を用いて整理し、支援をうける人の課題につい

て原因や維持要因として考えられることを説明し、改善に向けた取り組みに役立つ情報を

提供すること 

 



※4 評価者盲検化 

研究参加者の属する群が、介入群なのか、対照群なのかを評価者に隠して評価を実施する

こと。臨床研究では実施が推奨される手続きだが、本研究のような心理社会的介入の効果

検討では、研究開始後に研究参加者自身がどちらの群に属しているか認識していることが

多く、盲検化が難しい。 

 

■お問い合わせ 

【研究に関すること】 

国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域精神保健・法制度研究部 

佐藤さやか 

TEL：042-341-2712   FAX：042-346-2158   

E-mail：sayakas(a)ncnp.go.jp 

 

【報道に関すること】 

国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 総務課広報室 

E-mail：kouhou(a)ncnp.go.jp 

 

※E-mail は上記アドレス(a)の部分を@にかえてご使用ください。 


